
新型コロナウイルスに係る 

 休業等支援があります 

帯広市内の事業者のみなさまへ 

新型コロナウイルス感染症の拡大防止の取り組みを進める事業者の方を対象に、支援
金を給付いたします。 

支援金の申請方法・給付スケジュールは 

決定次第、帯広市ホームページ等で周知します 

【お問い合わせ先】 

 帯広市経済部商業労働室商業労働課（専用ダイヤル）（4月24日より） 

 〒080-8670帯広市西5条南7丁目1 庁舎7階 

  電話番号：0155－65－4112（8時45分～17時30分 土日祝含む） 

 ※詳しくは、「支援金給付イメージ」（裏面）をご覧ください。 

給付する支援金の内容 

対象者 支援金額 

法人事業者（道による休業要請等の対象施設） 北海道 30万円 

北海道知事が休止を要請する施設 

（特措法施行令第11条に該当するもの）を営む個人事業者 

北海道知事が特措法によらない協力依頼を行う施設を営む個人事業者 

北海道 20万円 

帯広市 10万円 

酒類の提供がある飲食店で、19時以降の酒類の提供を取り止めた 

事業者 

北海道 10万円 

帯広市 20万円 

酒類の提供がない飲食店で、営業の休止、営業時間の短縮など 

感染症防止対策を実施した事業者 
帯広市 30万円 

遅くとも 4月25日（土）から5月6日（水）まで の 

ご協力をお願いします 
※感染症の状況により休業等期間が延長される場合もあります 

ご協力をお願いする期間中に、休業していたこと、酒類の提供
時間を短縮していたことがわかる店頭告知チラシやメ
ニュー、それらが入った施設の写真、自社ホームページ
の写し等が必要となる予定ですので、休業等中に保存・記録し
ておいてください。 

ご注意！！ 

（この支援金は、5月に予定されている市議会で可決された場合に実施します） 
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Q＆A 

 

Q１ 支援金はいつから支給されますか？ 

A１ ５月６日まで取り組みを実施していただいた後に、申請書で取 

  り組み内容を確認の上、速やかに給付する考えです。 

 

Q２ 酒類の提供を行わない飲食店ですが、支給条件にある感染防止 

  対策を実施した事業者について具体的な内容を教えてほしい。 

A２ 営業の休止や営業時間の短縮のほか、テイクアウト・デリバ 

  リーへの切り替えなど、感染症防止対策へ協力いただける事業者 

  を対象と考えています。（詳細は決まり次第、周知します） 

 

Q３ 少なくとも４月２５日から５月６日まで休業する必要があると 

  のことですが、４月２５日に店舗を開けてしまった場合、支援金 

  の対象とはならないのでしょうか？ 

A３ ４月２５日から協力していただいていることが条件のため、 

  対象とはなりません。 

 

法人事業者 個人事業者 酒類提供あり 酒類提供なし

19時以降の
酒類提供取り止め

営業休止、
営業時間短縮等

支援金給付イメージ

30万円

20万円

10万円

料理店、喫茶店、菓子店、居酒屋など

約900事業者
約800事業者約600事業者

道による休業要請等の対象施設 飲食店

【支援金を道・市合わせて30万円給付】

帯広市給付
30万円

道給付
10万円

帯広市給付
10万円

道給付
20万円

道給付
30万円

帯広市給付
20万円

スナック、バー、カラオケボックス、ライブハウス、
スポーツクラブ、ゲームセンター、映画館、展示場、
ビデオレンタル、学習塾など

道による休業要請等への協力

酒類提供の自粛など感染症防止対策への協力



休業等の要請にご協力頂き感染リスク低減に
取り組む事業者の皆様への支援金のお知らせ

ご協力をお願いする内容・支援額

道では、新型コロナウイルス感染症の拡大防止のため、
①休業等の要請にご協力をいただくこと
②席の間隔をあけるなど、感染リスクを低減する自主的な取組を行うこと
この２つに取り組む事業者の皆様を支援する制度について、道議会に提案
することとし、また、その内容や受付期間等の検討を行っております。

①休業要請を受けた施設を休業すること
法人 ３０万円
個人事業者 ２０万円

②酒類を提供する上記を除く飲食店において、酒類の提供時間の短縮
(１９時まで)を行うこと １０万円 (個人法人問わず)

休業等要請の対象施設の範囲
・ キャバレー、ナイトクラブなどの遊興施設等、体育館などの運動・遊技施設、劇場等、博物館な
どの集会・展示施設、生活必需物資の小売関係等以外の店舗、生活必需サービス以外のサー
ビス業を営む店舗などの商業施設、大学、学習塾等、文教施設。

・ 詳しくは、北海道「休業要請等について」ホームページに掲載した「施設の使用停止対象施設
一覧」をご確認ください。
※ＵＲＬ http://www.pref.hokkaido.lg.jp/ss/tkk/kyuugixyouyousei.htm

支援金のお支払いにあたっては、下記の期間中に、次のご協力を
頂くことが支援の前提となります。

・遅くとも４月２５日（土）から５月６日（水）まで
※感染症の状況により、休業等期間が延長される場合もありますが、
この場合にも休業等の延長にご協力をお願いします。

ご協力をお願いする期間

○注①、②に共通する補足事項
・法人は中小企業に限らず、大企業も含まれます。
（休業要請の対象となる施設を運営している法人は含まれます。）
・道外本社の法人は、道内で対象施設があれば支給対象となります。
・休業要請や酒類の提供時短要請を受けた複数の店舗を、１事業者が運営している場合は、
全ての施設で、休業等や感染リスク対策を行っていることが条件となります。

裏面に続く

申請期間
本支援金は、道議会での議決後、速やかに申請受付を始める予定です。

ご協力をお願いする期間中に、休業する（していた）こと、酒類の提供時間を短縮する（し

ていた）ことが分かる店頭告知チラシやメニュー、それらが入った施設の写真、自社の

ホームページの写し等が必要となりますので、休業等中に保存・記録しておいて下さい。

ご注意

③感染リスクを低減する自主的な取組を行うこと



お問い合わせ【休業要請専用ダイヤル】

・電話番号：０１１－206－0104 又は 011－206－0216

支援金給付の申請に必要な書類

①申請書（準備が整い次第、HPにてお知らせします）

②休業等の状況を確認できるもの
・対象期間中に、休業する（していた）こと、酒類の提供時間を短縮する（していた）こと
がわかる店頭告知チラシやメニュー、それらが入った施設の写真、自社のホームページ
の写し等。

③感染拡大リスクを低減する自主的な取組内容の確認
・自主的な取組内容が記載された書類、こうした取組内容が記載された店頭告知チラシや
写真、自社のホームページの写し等。

※自主的な取組としては、当該施設が、以下の分野に関し、何らかの取組を行ったものを
対象とします。

【例】
ア 換気や行列間隔の工夫など、３つの密（密閉・密集・密接）の防止
イ 従業員のマスク着用など、飛沫感染・接触感染の防止
ウ 時差出勤や在宅勤務など、移動時の感染の防止

※すでに行った取組も含めて、継続的に行っていることが条件です。

④当該事業所の施設の実態や業種が確認できる資料
・確定申告書の写し、または各種法規に基づく営業許可証の写し等

⑤誓約書
・申請書類に虚偽がないことを表明するもの。
（準備が整い次第、HPにてお知らせします）

①道が休業要請を行った施設について、要請を受けて休業した事業者。
・１つの施設に、休業要請する施設としない施設が混在しているケースで、休業要請の対象となる
施設を休業した場合、当該事業者は対象。

【例】ア 宿泊施設の中に、休業要請の対象となる「集会の用に供する部分（宴会場）」がある
場合。

イ 銭湯の中に、休業要請の対象となる「サウナ」がある場合など。
・休業要請の対象施設において、複数の個人事業主が１つの施設で営業しているケースで、施設を
休業した場合は、代表者に１事業者分を支給します。

【例】複数のネイリスト（個人事業主）が１つのサロンで営業している場合。
・出張サービスを専門とする事業者は、客等が利用する施設がない場合、休業要請の対象外で
あり、支援金の支給対象外。

【例】マッサージ店は、休業要請の対象だが、ホテル等に出張して施術する出張型サービスの
場合は、当該事業者が管理する施設が特定できないため、対象外。

②道が酒類の提供時間の短縮要請（１９時まで）を行った食事提供施設（飲食店）について、
要請を受けて、その対応（提供時間短縮）を行う事業者。

・従来から酒類の提供を行っていない飲食店は、支援金の対象外。

対象施設・対象事業者

※支援金の予算執行については議会の議決が条件となります。


